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『安心と活力を未来につなげる架け橋予算』

～国体の成功と、人口減少・少子高齢化の克服に向けて～



１．令和２年度予算編成

　❐　第２次薩摩川内市総合計画を踏まえて

•～『人と地域が躍動し 安心と活力のあるまち』
を目指して～

将来都市像

•人口減少と少子・高齢化社会への対応

•地域活力を支える人材の確保・育成

•コミュニティ・集落活動の活性化

•雇用の確保と経済の活性化

•エネルギー問題への対応

•社会資本ストック老朽化への対応

本市における課題

•健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

•快適で魅力的な住み続けたいまちづくり

•地域の豊かな個性で活力を生み出すまちづくり

•安全性と利便性の質を高めるまちづくり

•次世代を担う人と文化を育むまちづくり

•市民みんなで考え、行動するまちづくり

基本方針

•歳入見通しに沿った財政規模を設定し、経常経費
の一層の縮減を図った。

•人口減少、少子・高齢化という構造的な重要課題
に対しては、総合戦略に掲げる事業を最優先事業
と位置づけ、地方創生に向けた好循環を生み出せ
るよう優先的に予算を編成した。

予算編成の基本的考え方
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　　（前年度比 ： ２．４％減）

● 特 徴

～ 総合戦略の展開 ～

○ 人口減少を緩和するため、定住者への支援を拡大

○ 第３子以降妊娠祝金等による結婚・妊娠・出産・育児の各段階に応じた支援

○ 地域産品の販売拡大のための域外新規販路開拓等促進事業の実施

○ 持続可能な地域づくりのための小さな拠点モデル地区の事業実施及び支援

～ 社会保障関係経費の確保 ～

○ 子育てしやすい環境を整えるための待機児童解消対策の実施

○ 医療的ケア児等家族に対するレスパイトケア促進事業の実施

○ 高齢者へきめ細かな対応を行うための保健・国保・介護・地域支援事業の一

 体的な実施を推進

～ 市民の安全安心を守る防災対策 ～

○ 大規模災害発生等に備えた備蓄品の配備、機能別団員制度の導入

○ 集中豪雨等による浸水被害を解消するための内水対策事業の実施

○ 常備消防車両及び非常備消防車両等の整備

～ 交流人口増加施策の実施 ～

○ コンベンション施設整備及び開業に向けた所要の経費を措置

○ 国体成功に向けた所要の経費、オリンピック・パラリンピック事前キャンプ

 の招へいに必要な経費を措置

○ 全国市町村交流レガッタ薩摩川内大会の開催経費を措置

● 市債及び基金残高の状況

２．令和２年度薩摩川内市の予算規模

       総額(1)＋(2)　　　８０４億４,５４４万円

❐ 総合戦略事業予算を優先的に確保

（１）一般会計当初予算額 ５４１億９千万円
（前年度比：８．３億円減、 １．５％減)

❐ 市債残高（一般会計） ３６５億３千万円（前年度末見込比：６．１億円減)

❐ 基金残高（一般会計） １０１億０千万円（前年度末見込比：４８．２億円減)  

うち、財政調整基金及び減債基金残高 ５６億６千万円（前年度末見込比：２７．５億円減）
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～ 社会基盤整備を推進する特別会計 ～

○　天辰第一地区土地区画整理事業・・（前年度比：２．０億円減、３８．５％減）

○　天辰第二地区土地区画整理事業・・（前年度比：０．８億円増、１０．１％増）

○　入来温泉場地区土地区画整理事業・（前年度比：１．１億円減、１９．３％減）

～ 医療・保険・介護事業を展開する特別会計 ～

○　国民健康保険事業・・・・・・・・（前年度比：４．０億円増、　３．７％増）

　（国民健康保険事業費納付金（医療給付費分）の増）

○　国民健康保険直営診療施設勘定・・（前年度比：０．７億円増、　７．１％増）

　（手打診療所診療体制確保対策事業等の増）

○　介護保険事業・・・・・・・・・・（前年度比：２．４億円増、　３．８％増）

　（施設介護サービス費の増）

○　後期高齢者医療事業・・・・・・・（前年度比：１．６億円増、１３．６％増）

　（後期高齢者医療広域連合納付金の増）

～ 公営企業化に伴い企業会計へ移行した４特別会計 ～

○　簡易水道事業特別会計・・・・・・（前年度比：　３．２億円皆減）

○　公共下水道事業特別会計・・・・・（前年度比：１１．５億円皆減）

○　農業集落排水事業特別会計・・・・（前年度比：　２．４億円皆減）

○　漁業集落排水事業特別会計・・・・（前年度比：　０．８億円皆減）

（２）特別会計 ９特別会計 ２６２億５,５４４万円
（前年度比：１１．９億円減、 ４．３％減）

（３）企業会計 ３企業会計 ５２億４,７１８万円
（前年度比：２４．１億円増 ８４．７％増）

（水道事業） ２７億２,９９４万円
（前年度比： １．１億円減、 ３．９％減）

（簡易水道事業） ４億８,６４７万円
（前年度比：公営企業化に伴う皆増）

（下水道事業） ２０億３,０７６万円
（前年度比：公営企業化に伴う皆増）

※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額である
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３．歳入予算内訳（一般会計）

▼主な動き （単位：億円、％）

Ｒ２ Ｒ１ 増減額 （増減率）

123.0 127.0 △ 4.0 (△ 3.1)

87.2 93.6 △ 6.4 (△ 6.8)

47.3 43.1 4.2 (9.8)

53.8 65.3 △ 11.5 (△ 17.6)

43.6 31.8 11.8 (37.1)

▼自主財源と依存財源

Ｒ２ Ｒ１ 増減額 （増減率）

214.2 230.1 △ 15.9 (△ 6.9)

327.6 320.1 7.5 (2.4)

( 項 目 )

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

（エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金、児童福祉費補助金の減）

（社会福祉費負担金、児童福祉費負担金、保健体育費補助金の増）

（コンベンション施設整備事業債、橋梁整備事業債等の増）

（財政調整基金繰入金、プレミアム付商品券売払金等の減）

（財政調整基金繰入金の減、川内駅東口交流施設整備基金繰入金の増）

市 債
（コンベンション施設整備事業債、橋梁整備事業債等の増）

（ 項 目 ）

自 主 財 源

依 存 財 源

127.0
23.1%

93.6
17.0%

43.1
7.8%

31.8
5.8%

17.5  3.2% 7.1 1.3%

128.7  23.4%

65.3  11.9%

10.0 1.8%
26.1  4.7%

230.1
41.8%

地方交付税
123.0 
22.7%

国庫支出金
87.2

16.1%

県支出金
47.3 
8.7%

市債

43.6 
8.1%

地方消費税交付金 19.0 3.5%
地方譲与税等 7.6 1.4%  

市税 131.5 24.3%

繰入金 53.8  9.9%

繰越金 10.0  1.8%
その他 18.9 3.5%

自主財源
214.2
39.5%

Ｒ２

５４１．９

億円

Ｒ１

５５０．２

億円
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４．歳出予算の目的別内訳（一般会計）

▼ 主な動き （単位：億円、％）

Ｒ２ Ｒ１ 増減額 （増減率）

100.2 94.1 6.1 (6.4)

157.7 162.6 △ 4.9 (△ 3.0)

62.1 71.3 △ 9.2 (△ 12.9)

49.6 56.0 △ 6.4 (△ 11.5)

8.1 0.5 7.6 (1,470.7)

衛 生 費

土 木 費
（公共下水道費、公園管理事業費等の減）

諸 支 出 金
（簡易水道事業費、下水道事業費等の増）

（川内クリーンセンター管理費、簡易水道事業費等の減）

( 項 目 )

総 務 費
（コンベンション施設整備事業費等の増）

民 生 費
（プレミアム付商品券事業費の減、障害者（児）自立支援事業費の増）

3.0  0.5%

94.1
17.1%

162.6
29.5%

71.3
13.0%

0.4 0.1%

21.4
3.9%

21.3  3.9%

56.0
10.2%

19.7  3.6%

43.0  7.8%
50.9
9.2%

6.5  1.2%

議会費 2.9  0.5%

総務費
100.2 
18.5%

民生費
157.7
29.1%衛生費

62.1 
11.5%

労働費 0.4  0.1%

農林水産業費

21.1
3.9%商工費

19.6
3.6%

土木費
49.6 
9.1%

消防費 19.5  3.6% 教育費

43.1 
8.0%

公債費
51.6
9.5%

その他 14.1  2.6%

Ｒ２

５４１．９億円

Ｒ１
５５０．２億円
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５．歳出予算の性質別内訳（一般会計）

 ▼主な動き （単位：億円、％）

Ｒ２ Ｒ１ 増減額 （増減率）

96.5 94.3 2.2 (2.4)

77.1 80.2 △ 3.1 (△ 3.9)

54.0 47.1 6.9 (14.7)

72.0 80.5 △ 8.5 (△ 10.6)

38.0 44.9 △ 6.9 (△ 15.5)

人 件 費
（会計年度任用職員制度導入に伴う期末手当及び物件費から人件費へ変更による増）

(簡易水道事業特別会計繰出金、公共下水道事業特別会計繰出金等の減）

繰 出 金

（ 項 目 ）

物 件 費
（プレミアム付商品券事業費、教育育成費等の減）

補 助 費 等
（国民体育大会事業費、下水道事業費等の増）

普通建設事業費
（次世代エネルギー利活用推進費、川内クリーンセンター管理費等の減）

人件費
96.5 

17.8%

公債費
51.6 
9.5%

扶助費
129.0 
23.8%

普通建設事業費

72.0
13.3%

災害復旧事業費
5.5 1.0%

物件費
77.1 

14.2%

繰出金
38.0 
7.0%

補助費等

54.0 
10.0%

維持補修費 10.2 1.9% その他 8.0 1.5%

94.3 
17.1%

50.9
9.2%

129.1 
23.5%80.5

14.6%

5.5 1.0%

80.2
14.6%

44.9 
8.1%

47.1
8.6%

12.1 2.2% 5.6 1.1%

Ｒ１

５５０．２億円

義
務

経 費

投
資

そ
の

他
的

経
費

Ｒ２

５４１．９億円

的
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６．人件費、職員・会計年度任用職員数の推移

人

億円

90

95

100

105

110

115

120

Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２６ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

110.1
106.4

98.5
94.4 95.1 94.3 96.5

（合併１０年後）

1,784

1,619

1,490
1,434 1,437 1,417 1,401

1,000

1,150

1,300

1,450

1,600

1,750

1,900全会計の職員数と月額会計年度任用職員数

（合併５年後）

■人件費の推移　（※一般会計当初予算額） （単位：億円）

区 分 Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２６ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

人 件 費 110.1 106.4 98.5 94.4 95.1 94.3 96.5

■全会計の職員数と月額会計年度任用職員数 （単位：人）

区 分 Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２６ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

職員数＋月額会
計年度任用職員

1,784 1,619 1,490 1,434 1,437 1,417 1,401

※　月額会計年度任用職員数・・・旧嘱託員数

※　事業費支弁人件費（普通建設事業費へ振替する人件費）を除く
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７．普通建設事業費、維持補修費の推移

                                                         （一般会計当初予算）

億円

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

57.1 55.2
45.8

63.6
72.9 80.5

72.0

7.3 9.0
11.1

13.7
11.3

12.1
10.2

普通建設事業費 維持補修費

（合併１０年後）（合併５年後）

■普通建設事業費及び維持補修費の推移 （単位：億円、％）

区 分 H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

57.1 55.2 45.8 63.6 72.9 80.5 72.0

(88.7) (86.0) (80.5) (82.3) (86.6) (86.9) (87.6)

7.3 9.0 11.1 13.7 11.3 12.1 10.2

(11.3) (14.0) (19.5) (17.7) (13.4) (13.1) (12.4)

合 計 64.4 64.2 56.9 77.3 84.2 92.6 82.2

※　表の下段括弧内は、合計額に対する各経費の割合である。

普 通 建 設事 業費

維 持 補 修 費
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８．市債・基金残高等の推移

▽市債残高（一般会計）

円

億円

0

100

200

300

400

500

600

700

H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

529.4

374.9
285.7

201.1 194.4 186.5 188.5

87.7

132.4
205.6

202.3 196.3 184.9 176.8

臨時財政対策債 建設事業債等

（合併１０年後）

587,395

497,187 495,942

415,636 406,108 388,962 386,508

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

市民一人当たり

（合併５年後）

■年度末市債残高の推移 （単位：億円）

区 分 H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

一 般 会 計 617.1 507.3 491.3 403.4 390.7 371.4 365.3

普 通 会 計 647.4 558.0 526.1 423.0 408.2 389.6 383.0

全 会 計 845.4 734.2 661.0 541.7 525.3 504.9 497.9

（単位：円）

区 分 H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

一 般 会 計 587,395 497,187 495,942 415,636 406,108 388,962 386,508

普 通 会 計 628,452 554,264 531,071 435,831 424,298 408,022 405,235

全 会 計 804,706 719,564 667,245 558,131 546,016 528,774 526,806

※　「市民一人当たり」は各年の１月１日現在の住民基本台帳人口を基に算出

市民一人当たりでは？
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▽基金残高（一般会計）

億円

▽一般会計当初予算額と住民基本台帳人口の推移

円

0

40

80

120

160

200

H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

55.4
73.6

126.6
104.5 97.1

75.0
48.5

23.6
24.2

13.8

11.0 10.0

9.0

8.0

36.6
26.1

66.1
84.3

74.5

65.2

44.5

その他基金 減債基金 財政調整基金

110,036
121,430

208,451 205,861
188,762

156,255

106,864

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

市民一人当たり

（合併５年後） （合併１０年後）

■年度末基金残高の推移 （単位：億円）

区 分 H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

財 政 調 整 基 金 55.4 73.6 126.6 104.5 97.1 75.0 48.5

減 債 基 金 23.6 24.2 13.8 11.0 10.0 9.0 8.0

そ の 他 基 金 36.6 26.1 66.1 84.3 74.5 65.2 44.5

基 金 合 計 115.6 123.9 206.5 199.8 181.6 149.2 101.0

（単位：円）

区 分 H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

基 金 合 計 110,036 121,430 208,451 205,861 188,762 156,255 106,864

※　「市民一人当たり」は各年の１月１日現在の住民基本台帳人口を基に算出

市民一人当たりでは？

（単位：億円、人）

区 分 H17 H21 H26 H29 H30 R1 R2

当 初 予 算 額 461.8 460.2 534.0 538.4 529.7 550.2 541.9

住民基本台帳人口 105,057 102,034 99,064 97,056 96,206 95,485 94,513

※　住民基本台帳人口は各年の１月１日現在
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９．各政策の予算措置状況 ( 335
うち新規事業 ( 21

※掲載事業は、総合計画の６つの政策に基づく事業のうち主なもの　（特別会計を含む）

（１）　健やかに生き生きと暮らせるまちづくり　【健康・福祉】
９０ 事業 千円

①　生涯を通じた健康づくりの推進と医療体制の充実
②　安心して子どもを産み育てられる支援の強化
③　地域が支える高齢者福祉の充実
④　地域で安心して暮らせる障害・社会福祉の充実

■は新規、○は拡充 （単位：千円） 予算概要頁
1 出会い・結婚支援事業 6,749 Ｐ 38
2 子育て世帯生活支援事業 30,200 Ｐ 39
3 保健衛生一般管理事業 8,653 Ｐ 44
4 保健対策推進事業 1,682 Ｐ 45
5 救急医療体制支援事業 58,642 Ｐ 45
6 医療従事者確保支援対策事業 2,374 Ｐ 45
7 周産期医療等運営事業 10,000 Ｐ 46
8 川内看護専門学校運営支援事業 10,000 Ｐ 46
9 健康増進事業 15,401 Ｐ 46

10 がん検診事業 102,358 Ｐ 47
11 感染症等予防事業（一般分） 102,141 Ｐ 47
12 子育て支援強化事業 22,392 Ｐ 47
13 子育て医療等助成事業 26,865 Ｐ 48
14 母と子の健康診査事業 102,286 Ｐ 48
15 思春期保健事業 526 Ｐ 48
16 感染症等予防事業 221,119 Ｐ 49
17 16,311 Ｐ 49

【国民健康保険直営診療施設勘定特別会計】
18 26,400 Ｐ 49

【国民健康保険直営診療施設勘定特別会計】
19 9,100 Ｐ 50

【国民健康保険直営診療施設勘定特別会計】
20 国民健康保険事業特別会計繰出金 795,322 Ｐ 50
21 ○ 後期高齢者医療保健事業 81,320 Ｐ 50

～長寿健康診査事業、各種訪問指導及び人間ドック利用補助事業を

　　　　実施するとともに、多剤服用等改善事業を実施～

22 後期高齢者医療広域連合負担金事業 1,347,127 Ｐ 51
23 後期高齢者医療事業特別会計繰出金 422,521 Ｐ 51
24 8,292,808 Ｐ 51

【国民健康保険事業特別会計】
25 156,016 Ｐ 52

【国民健康保険事業特別会計】
26 2,731,797 Ｐ 52

【国民健康保険事業特別会計】
27 後期高齢者医療事業【後期高齢者医療事業特別会計】 1,340,725 Ｐ 52
28 ■ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進事業 12,929 Ｐ 53

【後期高齢者医療事業特別会計】
～高齢者の状況に応じたきめ細かな対応を行うため国民健康保険保健事業及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　介護保険制度の地域支援事業等を一体的に実施～

29 女性・家庭・児童相談事業 17,123 Ｐ 53
30 母子生活支援施設措置事業 11,500 Ｐ 53

鹿島診療所医師確保対策事業

手打診療所診療体制確保対策事業

診療業務支援事業

事業 559.4億円)
事業 2.7億円)

４０，７０６，９８８

国民健康保険事業（資格運営事業）

国民健康保険事業（給付事業）

国民健康保険事業（保健事業）

- 11 -



31 生活困窮者自立支援事業 27,566 Ｐ 54
32 福祉タクシー券等利用料助成事業 7,226 Ｐ 54
33 ○ 障害者（児）自立支援事業 2,752,411 Ｐ 54

～医療的ケア児等家族に対するレスパイトケア促進事業を新設～

34 重度心身障害者医療費助成事業 257,828 Ｐ 55
35 特別障害者手当等給付事業 44,538 Ｐ 55
36 地域生活支援事業 75,888 Ｐ 55
37 障害者相談支援事業 35,139 Ｐ 56
38 心身障害児通園事業 562,753 Ｐ 56
39 権利擁護事業【介護保険事業特別会計】 22,336 Ｐ 56
40 敬老金支給事業 12,926 Ｐ 57
41 はり、きゅう、マッサージ等施術料助成事業 9,302 Ｐ 57
42 老人福祉施設管理事務事業 40,127 Ｐ 57
43 緊急通報体制等整備事業 5,044 Ｐ 58
44 高齢者訪問給食サービス事業 54,587 Ｐ 58
45 ねたきり老人介護手当支給事業 9,600 Ｐ 58
46 家族介護用品購入助成事業 19,383 Ｐ 59
47 老人措置事業 484,860 Ｐ 59
48 社会福祉法人等利用者負担軽減措置事業 120 Ｐ 59
49 特別地域加算に係る介護保険利用者負担軽減事業 600 Ｐ 60
50 甑島地域における訪問介護に係る利用者負担軽減事業 1,300 Ｐ 60
51 介護サービス従事者確保事業 700 Ｐ 60
52 障害者ホームヘルプサービス利用者支援事業 100 Ｐ 61
53 離島等サービス確保対策事業 501 Ｐ 61
54 介護認定審査業務事業 91,194 Ｐ 62
55 シルバー人材センター事業 23,620 Ｐ 62
56 介護保険給付費等事業【介護保険事業特別会計】 10,257,240 Ｐ 62
57 総合相談事業【介護保険事業特別会計】 55,915 Ｐ 63
58 介護給付費適正化事業【介護保険事業特別会計】 12,316 Ｐ 63
59 家族介護支援事業【介護保険事業特別会計】 200 Ｐ 63
60 包括的支援事業一般管理【介護保険事業特別会計】 127,287 Ｐ 64
61 在宅医療・介護連携推進事業【介護保険事業特別会計】 26,960 Ｐ 64
62 生活支援体制整備事業【介護保険事業特別会計】 24,812 Ｐ 64
63 地域ケア会議推進事業【介護保険事業特別会計】 78 Ｐ 65
64 認知症初期集中支援推進事業【介護保険事業特別会計】 6,016 Ｐ 65
65 7,665 Ｐ 65
66 35,000 Ｐ 66

【介護保険事業特別会計】
67 105,000 Ｐ 66

【介護保険事業特別会計】
68 25,100 Ｐ 66
69 一般介護予防事業【介護保険事業特別会計】 273,033 Ｐ 67
70 生活保護事業 1,577,153 Ｐ 67
71 ファミリー・サポート・センター事業 4,035 Ｐ 67
72 特別保育対策促進補助金交付事業 55,800 Ｐ 68
73 待機児童解消体制確保事業 16,000 Ｐ 68
74 育児リフレッシュ事業 3,973 Ｐ 68
75 認可外保育施設運営補助事業 600 Ｐ 69
76 地域子ども・子育て支援事業 204,854 Ｐ 69
77 認可外保育施設多子世帯保育料軽減事業 6,000 Ｐ 69
78 利用者支援事業 4,497 Ｐ 70
79 保育対策総合支援事業 10,000 Ｐ 70
80 保育対策総合支援事業（保育体制強化事業） 16,800 Ｐ 70
81 児童手当支給事業 1,702,604 Ｐ 71
82 児童館費 317,623 Ｐ 71
83 保育所運営費 4,188,700 Ｐ 71

介護予防ケアマネジメント事業【介護保険事業特別会計】

介護予防・生活支援サービス事業（通所型）

介護予防・生活支援サービス事業（訪問型）
認知症地域支援・ケア向上事業【介護保険事業特別会計】
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84 へき地保育所運営事業 31,170 Ｐ 72
85 施設等利用給付事業 73,194 Ｐ 72
86 母子福祉対策事業 15,082 Ｐ 72
87 ひとり親家庭医療費助成事業 66,794 Ｐ 73
88 母子寡婦福祉会運営費補助事業 250 Ｐ 73
89 児童扶養手当支給事業 540,000 Ｐ 73
90 子ども医療費助成事業 393,201 Ｐ 74

（２）　快適で魅力的な住み続けたいまちづくり　【生活環境】
２９ 事業 千円

①　市民の安全確保と防災対応の推進
②　持続可能で快適な地域を守る環境対策の充実
③　安全・安心な水の安定供給と生活排水の適正な処理の推進
④　公園等の整備・維持管理と良好な景観形成の推進

■は新規、○は拡充 （単位：千円） 予算概要頁
1 交通安全教育普及啓発事業 1,387 Ｐ 27
2 大綱心の交通安全プロジェクト事業 3,626 Ｐ 27
3 防犯カメラ設置事業 5,863 Ｐ 28
4 空家対策事業 113 Ｐ 28
5 原子力防災等訪問事業 5,194 Ｐ 28
6 広報調査事業 15,873 Ｐ 29
7 防犯灯維持管理事業 12,033 Ｐ 34
8 交通災害共済事業 13,264 Ｐ 41
9 ■ 災害廃棄物処理基本計画・行動計画作成事業 3,800 Ｐ 42

～災害廃廃棄物処理基本計画を、県の計画との整合性を図るとともに、

　　　　実効性の向上を図るため、所要の見直しを実施～

10 海岸漂着物等地域対策推進事業 12,000 Ｐ 42
11 汚泥再生処理センター施設管理事業 335,583 Ｐ 43
12 一般廃棄物収集運搬事業 370,752 Ｐ 43
13 川内クリーンセンター基幹的設備改良（管理運営）事業 347,795 Ｐ 43
14 最終処分場延命化事業 70,411 Ｐ 44
15 最終処分場再生事業 146,739 Ｐ 44
16 公園施設長寿命化事業 31,000 Ｐ 111
17 川内高城温泉場まち並みづくり事業 10,000 Ｐ 111
18 薩摩高城駅ポケットパーク整備事業 12,000 Ｐ 111
19 ■ 一般国道３号上川内地区景観整備事業 6,500 Ｐ 114

～都市景観の向上を図るため、国の事業に併せ景観整備事業を実施～

20 景観推進事業 986 Ｐ 115
21 ■ 消防指令センター機器更新事業 債務負担行為設定 Ｐ 121

～消防指令センターの指令台、指令管制システムの一部更新を実施～

新指令システム

（イメージ図）

22 ■ ＮＥＴ１１９整備事業 877 Ｐ 122
～聴覚・言語機能障害者が円滑に緊急通報できるよう、

　　　　　　　　スマートフォン等を活用した音声によらない緊急通報システムを導入～

23 消防施設整備事業 33,891 Ｐ 122
24 消防団施設整備事業 39,543 Ｐ 122

１，６７７，３８９
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25 防火水槽整備事業 17,000 Ｐ 123
26 消防団資機材整備事業 61,077 Ｐ 123
27 家庭用飲用井戸等整備支援事業 1,500 Ｐ 138
28 小型合併処理浄化槽設置整備補助事業 115,382 Ｐ 138
29 公共下水道等接続補助事業 3,200 Ｐ 139

（３）　地域の豊かな個性で活力を生み出すまちづくり　【産業振興】
９１ 事業 千円

①　一次産業の振興と六次産業化の促進
②　地域の強みを活かしたビジネス展開と連携による商工業の振興

 ③　市民ぐるみによるシティセールスの推進と観光物産ビジネスの展開

■は新規、○は拡充 （単位：千円） 予算概要頁
1 甑島輸送支援事業（離島活性化交付金事業） 12,000 Ｐ 32
2 甑島輸送支援事業（特定有人国境離島振興対策事業） 40,106 Ｐ 32
3 甑島ツーリズム推進事業 30,831 Ｐ 32
4 甑島ツーリズム推進協議会運営補助事業 12,000 Ｐ 33
5 耕作放棄地発生抑制策に係る検討調査等事業 3,000 Ｐ 74
6 中山間地域等直接支払交付金事業 88,425 Ｐ 74
7 新たな地域担い手育成事業 1,000 Ｐ 75
8 地域農業活性化支援事業 2,400 Ｐ 75
9 鳥獣被害防止施設導入事業 9,965 Ｐ 75

10 鳥獣被害対策実践事業 23,799 Ｐ 76
11 農業者経営所得安定対策推進事業 11,287 Ｐ 76
12 産業祭開催事業 3,394 Ｐ 76
13 農地中間管理事業 3,420 Ｐ 77
14 農業公社運営補助事業 6,000 Ｐ 77
15 産地農業後継者支援事業 22,500 Ｐ 77
16 産地農業活性化支援事業 10,000 Ｐ 78
17 活動火山周辺地域防災営農対策事業 4,990 Ｐ 78
18 農産物流通・販売支援事業 2,150 Ｐ 78
19 甑農産物地産地消促進補助事業 740 Ｐ 79
20 新規就農支援金補助事業 4,000 Ｐ 79
21 農業次世代人材投資事業 18,750 Ｐ 79
22 六次産業化推進事業 19,893 Ｐ 80
23 六次産業化支援事業 52,000 Ｐ 80
24 販路拡大支援事業 200 Ｐ 80
25 農商工連携促進事業 8,000 Ｐ 81
26 域外新規販路開拓等促進事業 13,000 Ｐ 81
27 農林水産物加工機械等導入支援事業 5,000 Ｐ 81
28 農産物販売促進協議会負担金 1,500 Ｐ 82
29 甑地域家畜診療業務負担金 2,954 Ｐ 82
30 ■ 第１２回全国和牛能力共進会負担金 356 Ｐ 82

～ＪＡ北さつま管内の関係機関が一体となり、出品対策について

　　　　　　　　　積極的に取り組むための経費を負担～

　　　　　第１１回全国和牛能力共進会

　　　　　（宮城県仙台市開催）

２，３５５，５４３
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31 ■ 北さつま牛白血病対策基金負担金 766 Ｐ 83
～子牛セリ市上場時の購買者への牛白血病対策について、ＪＡ北さつま管内の

　２市１町の地域・関係機関が一体となり補償制度を新設するための経費を負担～

32 家畜防疫対策事業 807 Ｐ 83
33 農業次世代人材投資事業 3,750 Ｐ 83
34 産地農業後継者支援事業 18,790 Ｐ 84
35 産地農業活性化支援事業 1,947 Ｐ 84
36 畜産施設整備事業 8,880 Ｐ 84
37 子牛預かり施設管理事業運営補助事業 1,600 Ｐ 85
38 こしき地域生産農家支援事業 973 Ｐ 85
39 優良家畜保留導入助成事業 9,060 Ｐ 85
40 乳用雌牛保留導入支援事業 480 Ｐ 86
41 肥育素牛導入支援事業 5,990 Ｐ 86
42 資源リサイクル畜産環境整備事業（県北環境地区） 54,180 Ｐ 86
43 畜産基盤再編総合整備事業（県中北地区） 11,437 Ｐ 87
44 林業就労改善推進事業(間伐･下刈･造林作業等) 14,028 Ｐ 87
45 特用林産事業 1,118 Ｐ 87
46 有害鳥獣駆除対策事業 38,550 Ｐ 88
47 ○ 森林環境譲与税事業 18,800 Ｐ 88

～森林環境譲与税を活用し、森林整備の推進、木材の利用促進及び担い手の育成を実施～

48 松くい虫駆除被害対策事業 2,240 Ｐ 88
49 市有林保全整備事業 12,442 Ｐ 89
50 水産物消費拡大事業 2,600 Ｐ 89
51 甑島水産物地産地消促進事業 1,800 Ｐ 89
52 漁業従事者支援事業 4,000 Ｐ 90
53 離島漁業再生支援交付金事業 21,534 Ｐ 90
54 水産多面的機能発揮対策事業 2,480 Ｐ 90
55 海岸保全施設長寿命化計画策定事業 7,000 Ｐ 91
56 ■ 水産物供給基盤機能保全事業 50,951 Ｐ 91

～機能保全計画に基づき、青瀬漁港の護岸補修工事等を実施～

57 県営事業漁港施設整備事業負担金 25,205 Ｐ 91
58 藺牟田漁港臨港道路整備事業負担金 33,480 Ｐ 92
59 市単土地改良事業 113,030 Ｐ 92
60 団体営土地改良事業 11,300 Ｐ 92
61 農業施設負担金補助事業 19,350 Ｐ 93
62 多面的機能支払交付金事業 131,326 Ｐ 93
63 農業施設県営事業負担金 61,432 Ｐ 93
64 商店街・商圏対策事業 34,859 Ｐ 94
65 ■ 商店街・商圏対策事業（買い物支援事業） 180 Ｐ 95

～買い物不便地域等でのサービス内容周知のための買い物支援事業ガイドを作成～

66 雇用対策事業 43,480 Ｐ 95
67 商工団体支援事業 42,814 Ｐ 95
68 企業支援事業 73,012 Ｐ 96
69 創業・新産業創出事業 84,404 Ｐ 96
70 企業誘致事業 194,472 Ｐ 96
71 地域おこし対策事業 4,748 Ｐ 97
72 次世代エネルギー施設管理事業 57,272 Ｐ 97
73 商工施設管理事業 22,331 Ｐ 97
74 観光物産施設管理事業 136,511 Ｐ 98
75 次世代エネルギー理解促進事業 16,948 Ｐ 102
76 次世代エネルギー導入実証事業 9,613 Ｐ 103
77 30,030 Ｐ 103

（地球にやさしい環境整備事業）
78 ■ 次世代エネルギー都市基盤整備事業 11,983 Ｐ 104

　　　　（スマート技術を活用した未来創造都市形成事業）
～人に優しい交通・移動システムの構築や脱炭素社会に向けた持続可能な

　　　　まちづくりを行うための実現可能性調査を実施～

次世代エネルギー都市基盤整備事業
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79 次世代エネルギー事業推進補助事業 500 Ｐ 104
80 竹バイオマス産業都市構想推進事業 33,626 Ｐ 104
81 ふるさと納税ＰＲ促進事業 165,993 Ｐ 105
82 情報発信事業 10,528 Ｐ 105
83 セールスプロモーション事業 19,964 Ｐ 105
84 物産販売事業 45,228 Ｐ 106
85 旅行誘客事業 65,762 Ｐ 106
86 ツーリズム事業 4,113 Ｐ 106
87 観光イベント事業 80,003 Ｐ 107
88 地域おこし対策事業 32,043 Ｐ 107
89 農地利用最適化交付金事業 13,333 Ｐ 137
90 農地流動化促進事業 14,000 Ｐ 137
91 機構集積支援事業 2,807 Ｐ 138

（４）　安全性と利便性の質を高めるまちづくり　【社会基盤】
４８ 事業 千円

①　災害に強い防災基盤の整備・保全
②　快適な住環境と利便性の高い市街地の整備及び保全
③　発展を支える公共交通ネットワークの整備
④　利便性の高い道路の整備・保全
⑤　次世代通信基盤整備とＩＣＴ、ＩoＴ等の活用
⑥　人と物流を支える港湾機能の充実

■は新規、○は拡充 （単位：千円） 予算概要頁
1 防災行政無線通信施設管理事業 57,250 Ｐ 29
2 定住支援センター運営事業 3,499 Ｐ 29
3 ○ 定住促進補助事業 34,124 Ｐ 30

～人口減少を緩和するための定住住宅取得補助金に丙区域を追加～

4 ■ 空き家利活用促進事業 1,000 Ｐ 30
～空き家バンクを利用した本市への移住者と空き家の所有者に成約奨励金を支給～

5 かごしまＵＩＪターン移住支援事業 5,200 Ｐ 30
6 奨学金返還支援事業 36,509 Ｐ 31
7 就学定住支援事業 7,700 Ｐ 31
8 維持管理適正化事業 15,016 Ｐ 94
9 湛水防除施設管理事業 215,359 Ｐ 94

10 コンベンション施設整備事業 2,863,236 Ｐ 98
11 ■ 川内駅コンベンションセンター管理事業 33,694 Ｐ 98

～川内駅コンベンションセンターの適切な維持管理・運営を実施～

12 交通貿易施設管理事業 157,923 Ｐ 99
13 コミュニティバス等利用促進事業 223,025 Ｐ 99
14 甑島航路利用促進事業 21,209 Ｐ 100
15 鉄道利用促進事業 7,579 Ｐ 100
16 ○ 川内港振興事業 94,574 Ｐ 100

～川内港と南九州西回り自動車道との最適な物流ルートの検討を実施～

８，１３６，３２９

　　　　　　新幹線（イメージ図）

　　　　　　川内駅コンベンションセンターと
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17 ■ 川内港振興事業（薩摩國広域輸出促進事業） 1,000 Ｐ 101
～薩摩國広域輸出促進協議会負担金を支出～

18 川内川河川改修促進事業 2,050 Ｐ 109
19 藺牟田瀬戸架橋建設促進事業 2,340 Ｐ 109
20 南九州西回り自動車道建設促進事業 762 Ｐ 110
21 ○ 港湾整備促進事業費 2,093 Ｐ 110

～川内港の港湾施設の整備促進を目的とした川内港整備促進期成会への補助金を支出～

22 一般道路整備事業 581,759 Ｐ 112
23 港湾県営事業負担金 40,000 Ｐ 112
24 河川施設維持補修事業 35,586 Ｐ 112
25 内水対策事業 80,000 Ｐ 113
26 急傾斜地崩壊対策事業 39,300 Ｐ 113
27 道路維持補修事業 689,453 Ｐ 113
28 交通安全施設単独事業 30,000 Ｐ 114
29 橋梁維持補修事業 1,072,500 Ｐ 114

30 都市計画推進事業 1,969 Ｐ 115
31 市営駐車場管理事業 1,030 Ｐ 115
32 公共サイン整備事業 7,400 Ｐ 116
33 横馬場田崎線整備事業 80,000 Ｐ 116
34 中郷五代線整備事業 34,700 Ｐ 116
35 天辰第一地区土地区画整理事業 108,198 Ｐ 117

【天辰第一地区土地区画整理事業特別会計】
36 天辰第二地区土地区画整理事業 842,993 Ｐ 117

【天辰第二地区土地区画整理事業特別会計】
37 入来温泉場地区土地区画整理事業 390,286 Ｐ 117

【入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計】
38 危険住宅移転促進事業 5,636 Ｐ 118
39 木造住宅耐震診断・耐震改修補助事業 4,906 Ｐ 118
40 既存住宅改修環境整備事業 50,000 Ｐ 118
41 危険廃屋等解体撤去促進事業 11,870 Ｐ 119
42 雇用促進住宅購入事業 4,990 Ｐ 119
43 借上型地域振興住宅事業 23,481 Ｐ 119
44 中心市街地借上型市営住宅整備事業 28,920 Ｐ 120
45 川北地区借上型市営住宅整備事業 31,440 Ｐ 120
46 斧渕地区借上型市営住宅整備事業 100 Ｐ 120
47 ■ 空家活用セーフティネット住宅改修事業 2,981 Ｐ 121

～住宅確保要配慮者受け入れ用の賃貸住宅として、空家を改修する方へ補助するとともに、

　　同住宅に入居する低額所得者の負担軽減のため家賃を減額する大家等に補助を実施～

　　　　　　　　　　川内港コンテナヤード

　　　　　　　河口大橋
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48 公営住宅ストック総合改善事業 151,689 Ｐ 121

（５）　次世代を担う人と文化を育むまちづくり　【教育文化】
４９ 事業 千円

①　未来をたくましく生きる力を育む教育の推進
②　地域全体で子どもを守り育てる環境整備
③　学び活かす生涯学習と多文化共生の推進
④　誇りと愛着のある地域文化の保存・継承・活用
⑤　スポーツ活動を楽しむ環境整備

■は新規、○は拡充 （単位：千円） 予算概要頁
1  恐竜化石活用事業 28,988 Ｐ 33
2  生涯学習推進事業 6,646 Ｐ 34
3 ○ スポーツ施設管理事業 405,977 Ｐ 99
4  国際交流員招致事業 4,670 Ｐ 101
5  中国常熟市交流事業 6,602 Ｐ 101
6  韓国昌寧郡交流事業 3,939 Ｐ 102
7  国際交流事務事業 9,780 Ｐ 102
8  スポーツ推進委員活動事業 5,150 Ｐ 107
9 ○ 競技スポーツ推進事業 38,241 Ｐ 108

～全国市町村交流レガッタ薩摩川内大会へ負担金を支出～

10  スポーツ合宿誘致事業 35,448 Ｐ 108
11  総合運動公園管理事業 13,989 Ｐ 108
12 ○ 国民体育大会事業 427,000 Ｐ 109

～第７５回国民体育大会「燃ゆる感動かごしま国体」の本市開催競技を実施～

13  奨学育英事業 7,223 Ｐ 123
14  離島高校生修学支援事業 16,020 Ｐ 124
15 ■ 教育用ＷＥＢカメラ整備事業 2,360 Ｐ 124
16  漁村留学制度事業 5,712 Ｐ 124
17  スクールバス運行事業 173,951 Ｐ 125
18 ■ 平佐西小学校校舎・屋内運動場改築事業 13,046 Ｐ 125

～老朽化した南・北校舎及び屋内運動場の改築工事を行うための耐力度調査を実施～

19 ■ 市比野小学校屋内運動場屋根等改修事業 61,381 Ｐ 125
～老朽化した屋内運動場の長寿命化を図るため、屋根等の改修工事を実施～

20 ■ 隈之城小学校北側東校舎外壁等改修事業 8,543 Ｐ 126
～老朽化した北側東校舎の長寿命化を図るため、外壁等の改修工事を行うための

実施設計業務を実施～

21  コンピュータ教育指導事業 4,000 Ｐ 126
22  教育育成事業 13,171 Ｐ 126
23  特別支援教育支援員配置事業 50,400 Ｐ 127
24  英語力向上プラン事業 7,055 Ｐ 127
25  学校運営協議会事業 1,773 Ｐ 127
26  薩摩川内元気塾事業 2,190 Ｐ 128
27  小中一貫教育推進事業 22,753 Ｐ 128
28  学校保健体育運営管理事業 46,459 Ｐ 128
29  給食センター管理事業 322,955 Ｐ 129

　　　　　　　 国体ホッケー競技リハーサル大会

　　　　　　　 （令和元年９月　本市開催）

１，９８７，２８６
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30  親の育ちが子の育ち推進事業 2,020 Ｐ 129
31  放課後子ども教室事業 375 Ｐ 129
32  青少年対策事業 16,900 Ｐ 130
33  中央公民館講座等事業 1,357 Ｐ 130
34  タブレット講習会事業 500 Ｐ 130
35  地域公民館講座等事業 1,481 Ｐ 131
36  地域公民館改修事業 17,181 Ｐ 131
37  文化財保護事業 28,827 Ｐ 131
38 ■ 埋蔵文化財発掘調査事業 13,025 Ｐ 132

～川内原子力発電所迂回道路建設工事に伴い、埋蔵文化財包蔵地（久見崎軍港跡）

　　　　　　　　内の記録保存に必要な発掘調査を実施～

39  入来麓伝統的建造物群保存地区整備事業 5,930 Ｐ 132
40  入来麓街なみ環境整備事業 29,730 Ｐ 132
41  清色城跡保存整備事業 1,251 Ｐ 133
42  はんやジュニア大会開催事業 896 Ｐ 133
43 ○ 薩摩川内市芸能祭開催事業 3,500 Ｐ 133

～川内文化ホール閉館記念事業として位置付け、事業を実施～

44 歴史資料館等管理事業 47,297 Ｐ 134
45 川内まごころ文学館管理事業 46,393 Ｐ 134
46 旧増田家住宅等管理事業 11,044 Ｐ 135
47 夏･冬のアドベンチャー 1,665 Ｐ 135
48 少年自然の家モトクロス自転車購入事業 968 Ｐ 136
49 図書館資料整備事業 11,524 Ｐ 136

（６）　市民みんなで考え、行動するまちづくり　【地域経営】
２８ 事業 千円

①　地域力を発揮するコミュニティ活動等への支援
②　お互いを認め合う人権の尊重と男女共同参画の推進
③　市民の視点に立った身近で利用しやすい市役所づくりの推進
④　効果的かつ効率的な行政経営の推進
⑤　健全で安定した財政運営の推進

■は新規、○は拡充 （単位：千円） 予算概要頁
1  市民まちづくり公社運営補助事業 40,788 Ｐ 26
2  公共施設マネジメント事業 3,755 Ｐ 26
3  遊休公共施設等増築及び改修助成事業 100,000 Ｐ 26
4  本庁舎空調設備更新事業 259,098 Ｐ 27
5 ■ 国勢調査事業 46,356 Ｐ 31

～令和２年１０月１日現在で、本市に常住する者を対象に国勢調査を実施～

6 ■ 藺牟田瀬戸架橋開通関連事業 1,405 Ｐ 33
～藺牟田瀬戸架橋（仮称）開通に併せて関連経費を計上～

7  補助金等評価事業 887 Ｐ 34
8  地域おこし対策事業 31,784 Ｐ 35
9  小さな拠点推進事業 303 Ｐ 35

10 ○ 自治会活動支援事業 104,231 Ｐ 35
～自治会が所有する不動産の登記費用を補助（新規）するとともに、小規模自治会への

　　　　　　　交付金の拡充及び自治会合併時の世帯規模割の上乗せ期間の延長を実施～

11 ○ 自治公民館等施設整備補助事業 16,857 Ｐ 36
～自治公民館等用地取得や解体に補助（新規）するとともに、

　　　　　　　　　　　　　　　　　自治公民館の新築や増改築に対する上限額を拡充～

12 ○ 地区コミュニティ協議会活動支援事業 103,091 Ｐ 36
～不動産の登記費用を補助（新規）するとともに、小規模地区コミュニティ協議会

　　　　　　　　　への運営交付金の世帯規模割を拡充～

13  地区コミュニティ活性化事業 9,600 Ｐ 37
14  市民活動支援事業 5,100 Ｐ 37

１，０７２，５４７
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15  ボランティアセンター事業運営事業 2,000 Ｐ 37
16 ○ コミュニティマイスター事業 4,750 Ｐ 38

～自治会が実施する１事業につき、上限を２０万円に拡充～

17 ゴールド集落活性化事業 24,850 Ｐ 38
18  男女共同参画推進事業 2,949 Ｐ 39
19  女性活躍推進事業 4,692 Ｐ 39
20  総合福祉システム再構築事業 55,610 Ｐ 40
21  総合支援型窓口システム更改事業 15,053 Ｐ 40
22  広報事業 34,300 Ｐ 40
23  広聴事業 459 Ｐ 41
24  戸籍住民基本台帳事業 11,367 Ｐ 41
25  個人番号事業 28,565 Ｐ 42
26  公共嘱託登記事業 8,000 Ｐ 110
27  鹿児島県知事選挙執行事業 58,327 Ｐ 136
28  市長・市議会議員選挙執行事業 98,370 Ｐ 137
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《 再　掲 》

１０．総合戦略事業の予算措置状況 ( 48
うち新規事業 ( 3

■は新規、○は拡充

（１）　生き生きと働くまち薩摩川内　～薩摩川内で働く～ 【 雇　用 】
２５ 事業 千円

（単位：千円） 予算概要頁

1  甑島ツーリズム推進協議会運営補助事業 12,000 Ｐ 32
2 六次産業化推進事業 19,893 Ｐ 80
3  六次産業化支援事業 52,000 Ｐ 80
4  販路拡大支援事業 200 Ｐ 80
5  農商工連携促進事業 8,000 Ｐ 81
6 域外新規販路開拓等促進事業 13,000 Ｐ 81
7  農林水産物加工機械等導入支援事業 5,000 Ｐ 81
8  農産物販売促進協議会負担金 1,500 Ｐ 82
9  雇用対策事業 27,000 Ｐ 95

10  商工団体支援事業 17,770 Ｐ 95
11  企業支援事業 10,200 Ｐ 96
12  創業・新産業創出事業 84,332 Ｐ 96
13  企業誘致事業 2,362 Ｐ 96
14 コンベンション施設整備事業 70,000 Ｐ 98
15 ○ 川内港振興事業 10,000 Ｐ 100
16 ■ 川内港振興事業（薩摩國広域輸出促進事業） 1,000 Ｐ 101
17  30,000 Ｐ 103

（地球にやさしい環境整備事業）
18 ■ 11,983 Ｐ 104

（スマート技術を活用した未来創造都市形成事業）
19  次世代エネルギー事業推進補助事業 500 Ｐ 104
20  竹バイオマス産業都市構想推進事業 33,626 Ｐ 104
21  セールスプロモーション事業 10,000 Ｐ 105
22  物産販売事業 44,628 Ｐ 106
23  旅行誘客事業 15,762 Ｐ 106
24  ツーリズム事業 4,113 Ｐ 106
25  スポーツ合宿誘致事業 34,784 Ｐ 108

（２）　暮らしたいまち薩摩川内　～薩摩川内で暮らす～ 【 移 定 住 】
６ 事業 千円

（単位：千円） 予算概要頁
1 定住支援センター運営事業 3,499 Ｐ 29
2 ○ 定住促進補助事業 34,124 Ｐ 30
3 ■ 空き家利活用促進事業 1,000 Ｐ 30
4 かごしまＵＩＪターン移住支援事業 5,200 Ｐ 30
5 奨学金返還支援事業 36,500 Ｐ 31
6 就学定住支援事業 7,700 Ｐ 31

次世代エネルギー都市基盤整備事業

次世代エネルギー都市基盤整備事業

事業 17.2億円)
事業 0.1億円)

５１９，６５３

８８，０２３
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（３）　子育てするなら薩摩川内　～薩摩川内で育てる～
【 結 婚 ・ 出 産 ・ 子育て 】

１１ 事業 千円

（単位：千円） 予算概要頁
1  出会い・結婚支援事業 6,749 Ｐ 38
2  子育て世帯生活支援事業 30,200 Ｐ 39
3  子育て支援強化事業 22,392 Ｐ 47
4  感染症等予防事業 221,119 Ｐ 49
5  待機児童解消体制確保事業 16,000 Ｐ 68
6  利用者支援事業 4,497 Ｐ 70
7  保育対策総合支援事業（保育体制強化事業） 16,800 Ｐ 70
8  児童館費 317,623 Ｐ 71
9  子ども医療費助成事業 393,201 Ｐ 74

10  奨学育英事業 7,219 Ｐ 123
11  放課後子ども教室事業 375 Ｐ 129

（４）　豊かに暮らす薩摩川内　～薩摩川内をつくる～ 【 地域づくり 】
６ 事業 千円

（単位：千円） 予算概要頁
1  地域おこし対策事業（地域政策課） 31,784 Ｐ 35
2  小さな拠点推進事業 303 Ｐ 35
3  地区コミュニティ活性化事業 8,091 Ｐ 37
4  地域おこし対策事業（商工政策課分） 4,748 Ｐ 97
5  地域おこし対策事業（観光・シティセールス課） 32,043 Ｐ 107
6 タブレット講習会事業 500 Ｐ 130

７７，４６９

１，０３６，１７５
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